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管理業者の見える化と

新たな管理業務について
7.12.1 賃貸住宅管理業のあり方のあり方に係る有識者会議

資料１－４
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「賃貸住宅管理業務87のメソッド」制作の趣旨・背景

【賃貸住宅管理業における課題】

管理業務は法律で定められた内容のみならず、その範囲は極めて広い。オーナーにお

いても管理業者がどのような業務をやっているかわからずサービスの見える化が課題。

➢ 管理会社の業務例

入居審査 家賃集金 督促対応 入居者クレーム対応 近隣対応 物件清掃
定期巡回 日常メンテナンス 設備修理 原状回復 更新・解約 etc.
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これらの課題に対応するため、

管理業務を見える化したチェック項目等、各種ツールを作成

オーナーの資産を守るべく、業務の質向上を推進している
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「賃貸住宅管理業務87のメソッド」内容と効果

【業務のリスト化による効果】

1. 管理会社はセルフチェックとして活用することで、業務の質向上へ

   2. 報酬の根拠として提示することで、賃貸人への理解を得る材料となる
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「賃貸住宅管理業務87のメソッド」各種ツール紹介

日管協標準版 賃貸住宅管理業務セルフ Ｃｈｅｃｋ Bｏｏｋ

リスト内にある各項目の詳細を説明した冊子。管理会社が未実施

或いはこれから実施を検討する内容の理解を促す資料として有用
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「賃貸住宅管理業務87のメソッド」各種ツール紹介

業務実施状況の入力をオンライン化。全て入力すると実施できて

いない項目がピックアップされ、解説を閲覧することができる。

賃貸住宅管理業務チェックリスト（セルフチェックシステム）
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「賃貸住宅管理業務87のメソッド」各種ツール紹介

実施状況をレーダーチャート化し、会員の平均と比較できる

確認のみならず、印刷しオーナーへの説明資料としても活用

賃貸住宅管理業務チェックリスト（レーダーチャート）
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各業務の実施状況確認をシステム化し、レーダーチャートを実装

自社の状況把握のみならず、オーナーへの説明資料としても活躍

賃貸住宅管理業務チェックリスト（セルフチェックシステム）

その他空き家の対策、
特に『一戸建て』にその必要性が高い
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所有者と地域の不動産の
相談窓口が求められる
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7割以上、賃貸・売買・リフォーム等
管理会社の役割
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新たな管理業務について

管理会社は、日本全体で課題になる空き家対策（空き家の管理・流
通・利活用）において取り組んでいかねばならないが、共同住宅だけ
ではなく、『一戸建て』において管理業者は取り組む必要性がある。

入居審査 家賃集金 督促通知

入居者クレーム対応 近隣対応

物件清掃 定期巡回 原状回復

日常メンテナンス 設備点検・修理

更新・解約

➢ 管理会社の業務

etc.

管理会社は通常の管理業務だけでなく、空き家(特に一戸建て)に対し、

所有者等の相談窓口となり、様々なアドバイスを提供する

ことで、適切な管理・利活用を目指すことが今、求められる。

一戸建て空き家の管理

【空き家の管理・利活用】
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これからの維持・保全（メンテナンス）

ストック型社会の実現に向けた賃貸住宅管理業の
サービス提供の為には、賃貸住宅管理業法にて明記
された「維持・保全業務」の実務対応が可能な管理
業務従事者を育成していく必要がある。
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これからの維持・保全（長期修繕計画）

資産価値の維持向上を図るためには、建物等の経年劣化に対
して適時適切な修繕工事等を行うことが重要であり、その修
繕計画策定に管理会社がサポートしていくことが求められる。
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